
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年４月 

岐阜地域児童発達支援センター組合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性活躍推進法に基づく 

特定事業主行動計画 
 



 

岐阜地域児童発達支援センター組合における女性職員の活躍の推進に関

する特定事業主行動計画 

 

令和５年３月３１日決裁 

岐阜地域児童発達支援センター組合管理者 

 

 

 

 

 岐阜地域児童発達支援センター組合における女性職員の活躍の推進に

関する特定事業主行動計画（以下「本計画」という）は、女性の職業生活

における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号。以下「法」と

いう。）第 15 条に基づき岐阜地域児童発達支援センター組合管理者が策定

する特定事業主行動計画である。 

 

１ 計画期間 

 本計画の期間は、令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの１年

間とする。 

 

２ 女性職員の活躍の推進に向けた数値目標 

 法第 15 条第 3 項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

に基づく特定事業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成 27 年内閣府

令第 61 号。以下「内閣府令」という。）第 2 条に基づき岐阜地域児童発達

支援センター組合において、それぞれ女性職員の職業生活における活躍関

する状況を把握し、改善すべき事情について分析を行った。当該課題分析

の結果、女性職員の活躍を推進するため、次のとおり目標を設定する。 

 なお、この目標は、岐阜地域児童発達支援センター組合において女性職

員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情につい

て分析を行った結果、最も大きな課題に対応するものから順に掲げている。 

 

 

 

 

 

 



目標 

 令和５年度までにおいても、職員の年次有給休暇の平均取得日数を令和

３年度の取得日数１３．０日以上とする。 

＜取組内容＞ 

・年次有給休暇に対する職場の意識改革を進め、年次有給休暇を取得しや

すい風土や意識を醸成し、最低でも年間５日はすべての職員が休暇と取

得するよう推奨します。 

・所属職員の年次有給休暇の取得状況を把握し、計画的な年次有給休暇の

取得を指導します。 

・以下の年次休暇の取得を推奨するとともに、これらの日には、できるだ

け会議等を開催しないよう努め、連続した年次有給休暇の取得を促進し

ます。 

① 月曜日や金曜日と土日を組み合わせた年次有給休暇の取得 

② 国民の祝日やと特別休暇等（ゴールデンウイーク、子どもの夏休み）

と組み合わせた年次有給休暇の取得 

③ 入学式、卒業式、授業参観、学芸会、運動会、PTA活動等子どもの

行事関する行事や地域活動、ボランティアに参加するための年次

有給休暇の取得 

④ 職員や家族の誕生日、結婚記念日等のための年次有給休暇の取得 

 

目標 

 令和５年度までにおいても、職員の１年間の平均時間外勤務時間を令和

３年度の９１．５時間以下にする。 

＜取組内容＞ 

・定時に帰れない職員の業務分担の見直しを定期的に行い、各職員の業務

量の平準化を図る。 

・小学校就学始期に達するまで子どものいる職員の深夜勤務及び時間外

勤務を制限する制度について、周知徹底を図る。 

 

目標 

 令和５年度までに、子の看護のための休暇を利用可能な職員（１名）の

取得日数を令和２年度の一人当たり年間５日とする。 

＜取組内容＞ 

・子の看護を行うための休暇を取得しやすい職場の環境づくりに努め、職

員の子育てを支援する。 

 



＜評価＞ 

 

１ 職員の年次有給休暇の平均取得日数 

 ・令和４年度実績  １０．９日 

  →元年度９．４日、２年度１０．６日、３年度１３．０日と改善して

いる。 

 

 

 

２ 職員１年間の平均時間外勤務時間 

 ・令和４年度実績 ９７．４時間 

 

 →平成３０年度１５５．６時間から令和元年度１０２．４時間、２年度

８６．４時間、３年度９１．５時間と少しずつ改善している。 

 

 

 

３ 女性職員の割合 

 ・77.8％ （７人／９人） 

 

 

４ 令和５年採用「採用試験の受験者の総数に占める女性割合」 

 ・100.0％ (５人/５人) 


